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各   位 

会 社 名  株 式 会 社 ア プ ラ ス フ ィ ナ ン シ ャ ル 

代 表 者 名  代表取締役社長   野  口  郷  司  

（ コ ー ド 番 号  8 5 8 9  東 証 第 一 部 ） 

本社事務所  東京都千代田区外神田三丁目 12 番 8 号 

 

自己株式（G種優先株式）の取得および消却に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の当社取締役会において、当社定款の規定に基づき自己株式（G 種優先株式）の一部を取

得（強制償還）すること、および会社法第 178 条に基づき当該株式の消却を行うことについて、下記の通り決

議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

１． 自己株式の取得を行う理由 

将来にわたる優先株式の配当負担の軽減と普通株式の希薄化を抑制することを目的として、当社定款第

12 条の 3第 11項（金銭を対価とする取得条項）の規定に基づき、発行済みの G種優先株式の一部につい

て取得（強制償還）するものであります。 

取得した G種優先株式につきましては、全株消却を行うことを予定しております。 

 

２． 自己株式の取得の内容 

取得する株式の種類 当社 G種優先株式 

取得する株式の総数 500万株（発行済 G 種優先株式総数に対する割合 38.5%） 

株式の取得価額（1株当たり）（※1） 2024.025 円 

株式の取得価額の総額（※2） 10,120,125,000 円 

取得予定日 平成 27年 11月 11 日 

取得先 株式会社新生銀行 

※1 「株式の取得価額（1株当たり）」は、G種清算価値（2,000円）に、G 種最終配当金額を加算した金

額です。 

G 種最終配当金額とは、G 種清算価値（2,000 円）に G 種優先株式増加配当率を乗じた金額を、平成

27年 4月 1日から取得日（同日を含む。）までの日数で日割計算した金額を指します。 

G 種優先株式増加配当率とは、平成 27 年 4月 1日のロンドン時間午前 11時現在のユーロ円 LIBOR 6

ヶ月物と、同年 10 月 1 日のロンドン時間午前 11 時現在のユーロ円 LIBOR 6 ヶ月物との平均値に、

1.822％を加えた値を指します。 

※2  「株式の取得価額の総額」は、「株式の取得価額（1株当たり）」に、「取得する株式の総数」（500 万

株）を乗じた額です。 
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３． 自己株式の消却の内容 

消却する株式の種類 当社 G種優先株式 

消却する株式の総数 500万株（発行済 G 種優先株式総数に対する割合 38.5%） 

消却予定日 平成 27年 11月 11 日 

当該株式の消却は、前記 2の自己株式の取得が実施されることを条件としております。 

 

４． 今後の見通し 

今回の G 種優先株式の取得は、事業環境が好転する中、当社グループの業績の安定化や自己資本の十分

な積み上がりなどを踏まえ、実施するものであります。 

今後につきましても、これらの状況を慎重に見極めた上で、残存する優先株式の処理を柔軟に進めてい

くことを予定しております。 

 

（ご参考） 平成 27 年 3 月 31 日時点の自己株式の保有状況 

発行済株式総数（自己株式を除く） 普通株式 1,524,206,908 株 

 第一回 B 種優先株式 2,500,000 株 

 D 種優先株式 8,500,000 株 

 G 種優先株式 13,000,000 株 

 H 種優先株式 32,250,000 株 

自己株式数 普通株式 4,244 株 

 

以 上 

 

本件に関する株主様からの問い合わせ先 総務部 TEL 03-6630-3902  

本件に関する報道機関からの問い合わせ先 企業戦略部 TEL 03-6630-3933  金崎 

 

 


